
 

 

 

４ まとめ 
メンブレンフィルター法による公共用水域の大腸菌数検査時に見られる青色小コロニーはβ-グルクロニ

ダーゼ陽性グラム陽性球菌であることが明らかになった。今後も本研究で得たデータを基にメンブレンフィ

ルターや培地の種類および培養条件を検討し、検査手法を改善していく必要があると考える。 

 

 
 
 
 

３ 研究課題に係る外部評価 
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１ 会議の名称 

  令和２年度岩手県環境保健研究センター研究評価委員会 

 

２ 目的 

  試験研究機関の機能強化や効率的な業務運営の推進、また、効果的・効率的な試験研究の推進を図るため、

「岩手県試験研究評価ガイドライン」及び「岩手県環境保健研究センター機関評価及び研究評価実施要領」に

基づき、外部の専門家・有識者等で構成する研究評価委員会による外部評価結果を踏まえ、研究計画の変更・

見直し等に活用するものです。 

 

３ 開催日時 

  令和２年10月23日（月曜日）13:30～15:20 

 

４ 開催場所 

  岩手県環境保健研究センター 大会議室（盛岡市北飯岡一丁目11-16） 

 

５ 研究評価課題 

研 究 課 題 評価区分 研究期間 

1 生食用カキのノロウイルス不活化に関する研究 事後評価 H29-R1 

2 麻痺性貝毒に関する機器分析法の研究 事後評価 H29-R1 

3 有機フッ素化合物の環境動態及び生物蓄積に関する研究 事後評価 H29-R1 

4 食中毒原因となる自然毒の特定方法等に関する研究 事前評価 R3-5 

5 個体特性および個体群構造に基づいたイヌワシの保全に関する研究 事前評価 R3-5 

 

６ 評価委員 

役 職 氏 名 所 属・職 名 

委員長 坂 田  清 美 岩手医科大学医学部 教授 

委員 

石 川  奈 緒 岩手大学理工学部 准教授 

小 浜  恵 子 地方独立行政法人岩手県工業技術センター 
理事兼地域産業技術統括部長 

渋 谷  晃太郎 岩手県立大学総合政策学部 教授 

中 村 克 典 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所東北支所 
産学官民連携推進調整監 

村 上 賢 二 岩手大学農学部 教授 

※ 五十音順、敬称略   

  

令和２年度岩手県環境保健研究センター研究評価委員会の評価結果 
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１ 会議の名称 

  令和２年度岩手県環境保健研究センター研究評価委員会 

 

２ 目的 

  試験研究機関の機能強化や効率的な業務運営の推進、また、効果的・効率的な試験研究の推進を図るため、

「岩手県試験研究評価ガイドライン」及び「岩手県環境保健研究センター機関評価及び研究評価実施要領」に

基づき、外部の専門家・有識者等で構成する研究評価委員会による外部評価結果を踏まえ、研究計画の変更・

見直し等に活用するものです。 

 

３ 開催日時 

  令和２年10月23日（月曜日）13:30～15:20 

 

４ 開催場所 

  岩手県環境保健研究センター 大会議室（盛岡市北飯岡一丁目11-16） 

 

５ 研究評価課題 

研 究 課 題 評価区分 研究期間 

1 生食用カキのノロウイルス不活化に関する研究 事後評価 H29-R1 

2 麻痺性貝毒に関する機器分析法の研究 事後評価 H29-R1 

3 有機フッ素化合物の環境動態及び生物蓄積に関する研究 事後評価 H29-R1 

4 食中毒原因となる自然毒の特定方法等に関する研究 事前評価 R3-5 

5 個体特性および個体群構造に基づいたイヌワシの保全に関する研究 事前評価 R3-5 

 

６ 評価委員 

役 職 氏 名 所 属・職 名 

委員長 坂 田  清 美 岩手医科大学医学部 教授 

委員 

石 川  奈 緒 岩手大学理工学部 准教授 

小 浜  恵 子 地方独立行政法人岩手県工業技術センター 
理事兼地域産業技術統括部長 

渋 谷  晃太郎 岩手県立大学総合政策学部 教授 

中 村 克 典 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所東北支所 
産学官民連携推進調整監 

村 上 賢 二 岩手大学農学部 教授 

※ 五十音順、敬称略   

  

令和２年度岩手県環境保健研究センター研究評価委員会の評価結果  評 価 方 法 

 評価委員には事前に説明資料を送付し、評価委員会は研究課題の担当職員によるプレゼンテーションの後に質

疑等を実施する形式で進め、後日委員から評価調書を御提出いただきました。 

 研究評価の結果は、説明資料と委員からの評価調書をとりまとめたもので、評価委員の総合評価基準と評価結

果に対するセンターの対応方針の基準は下記のとおりとなっています。 

記 

１ 研究評価の基準及び対応方針 

  評価委員には研究課題について、次のＡ～Ｄ評価基準により総合評価していただき、あわせて自由記載で記

述評価をいただいております。 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

【事前評価】

(新規課題に

対して実施) 

重要な課題で

あり、優先的に

取り組む必要

がある。 

有用な課題で

あり、早期に取

り組む必要が

ある。 

解決すべき問

題等があり、今

後の検討を必

要とする。 

- - 

【中間評価】

(継続課題に

対して実施) 

順調に進行し

ており問題な

し。 

ほぼ順調であ

るが一部改善

の余地がある。 

研究手法等研

究計画を大幅

に見直す必要

がある。 

研究を中止す

べきである。 
- 

【事後評価】

(終了課題に

対して実施) 

研究の成果は

目標を十分達

成した。 

研究の成果は

ほぼ目標を達

成した。 

研究の成果は

目標をかなり

下回った。 

研究の成果は

目標を大幅に

下回った。 

研究成果がな

かった 

  ※ 令和２年度は、中間評価の対象となる研究課題はありませんでした。 

 

  研究課題に対する評価委員からの総合評価及び記述評価等のセンターの対応方針は、次のとおりです。 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

【事前評価】 
研究計画のと

おり実施 

一部見直しの

上実施 
今後検討 実施しない - 

【中間評価】 
研究計画のと

おり実施 

一部見直しの

上実施 

研究を一時中

断する 

研究を中止・廃

止する 
- 

【事後評価】 

研究の成果は

目標を十分達

成した。 

研究の成果は

ほぼ目標を達

成した。 

研究の成果は

目標をかなり

下回った。 

研究の成果は

目標を大幅に

下回った。 

研究成果がな

かった 

  ※ 令和２年度は、中間評価の対象となる研究課題はありませんでした。 
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（評価資料１） 

研 究 課 題 １ 生食用カキのノロウイルス不活化に関する研究（H29-R1） 

研究目的・背景 生食用カキのノロウイルス不活化における高圧処理等の有用性を検

討し、不活化に有効な手法を開発することで、食中毒の予防及び安

全な生食用カキの流通に資する。 

研究内容 ○不活化評価方法の技術習得及び検査体制の整備（平成29年度） 

○高圧処理による不活化効果の検証（平成29～30年度） 

○高圧処理と他の不活化法の組合せによる不活化効果の検証（平成

30～令和元年度） 

評価結果 〇総合評価 Ａ（３人）・Ｂ（３人）・Ｃ（０人）・Ｄ（ 人） 
〇総合意見 
・カキのノロウイルス不活化に高圧処理が有効であることを岩手

で追試することができており、他機関とも連携して行政も巻き

込み、実用化をめざしてほしい。 

・概ね当初の目標は達成したと評価できる。 

・リスクが0ではない状況から直ちに普及を図ることは難しく、普

及にはさらなる検討が必要。高圧によってなぜ不活化するのか

を探ることも必要ではないか。 

・生食用カキの食中毒リスク提言に向けた新規技術のための基礎

となる研究である。技術の確立に至るまでではないものの得ら

れた成果は高く、発展性が極めて高い。 

・本課題の目的は、カキのノロウイルスの不活化処理の開発であ

ることから、ゼロリスクとはならないまでもノロウイルスの感

染リスクを低減する方法の開発としては評価できる。あと一歩

生の食感を感じるような処理方法の開発を期待する。 
センターの対応方針 Ⅰ 研究成果は目標を十分達成した 

Ⅱ 研究成果は目標をほぼ達成した 

Ⅲ 研究成果は目標をかなり下回った 

Ⅳ 研究成果は目標を大幅に下回った 

Ⅴ 研究成果がなかった 

 
 本研究は、高圧処理を用いたノロウイルスの不活化手法を検討し、

食中毒の予防及び安全な生食用カキの流通に資することを目的とし

てスタートしたもので、加熱に代わるウイルス不活化手法としてそ

の有用性が確認されたことは大きな成果であり、目標をほぼ達成で

きたと考える。 
 引き続き、岩手県水産技術センターをはじめ、各関係機関と連携

のうえ、岩手県の水産振興と食の安全・安心の確保に寄与したい。 
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（評価資料２） 

研 究 課 題 ２ 麻痺性貝毒に関する機器分析法の研究（H29-R1） 

研究目的・背景 ・麻痺性貝毒の検査を、機器分析(LC-MS/MS)で行えるようにし、危機
管理体制の強化を図る。 
・安全な食品（ホタテガイ）の供給を行うための毒化および減衰予測の

指標を探索する。 
研究内容 ○ LC-MS/MSを用いた分析法の検討、実サンプルへの適用 

（平成29年度） 
○ 開発した分析法の妥当性確認、最新機器 TOF-MSによる検討 
（平成30年度） 
○ 代謝物の測定、環境要因の調査、データまとめ（令和元年度） 

評価結果 〇総合評価 Ａ（６人）・Ｂ（０人）・Ｃ（０人）・Ｄ（ 人） 
〇総合意見 
・機器分析を用いて貝の安全性を確保できる可能性が高く、発展性の

ある研究と評価できる。 
・トキシンの機器分析により、毒性の迅速評価と動物実験代替の可能

性を示した。さらに代謝物の解析により毒性減衰評価など県の貝類

安全規制への貢献が期待され、今後の展開も広いと思われる。 
・優れた研究成果を挙げており、さらなる今後の発展に期待したい。 
・本県の重要な水産資源であるホタテガイの貝毒についての新規の知

見などが明らかにしており、高く評価される。貝毒の減衰速度につ

いての研究をさらに進め、解禁時期の決定などに生かされることを

期待する。 
・麻痺性貝毒のモニタリングのための有効な手法を開発し、実サンプ

ルでの検証を通じて確立に至った。減衰指標の探索というさらなる

研究の展開も期待される。 
・分析手法の開発という目的は十分に達成しており，かつ研究も成果

も出していることから，十分に評価できる。 
センターの対応方針 

Ⅰ 研究成果は目標を十分達成した 

Ⅱ 研究成果は目標をほぼ達成した 

Ⅲ 研究成果は目標をかなり下回った 

Ⅳ 研究成果は目標を大幅に下回った 

Ⅴ 研究成果がなかった 

 
 本研究により、本県海域の二枚貝等における麻痺性貝毒の状態を機器

分析で評価する手法を開発したことは、健康被害発生時等における迅速

な対応と毒物質ごとの経時的増減の観察を可能とし、本県の水産振興と

食の安全・安心の確保に繫がる発展性のある成果であり、所期の目標を

十分に達成できたと考える。 
 引き続き、本研究で確立した手法によりフィールドデータの蓄積と解

析等を行い、貝毒原因物質の減衰する速度等に係る研究を進め、本県の

水産振興と食の安全・安心の確保に寄与したい。 
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（評価資料３） 

研 究 課 題 ３ 有機フッ素化合物の環境動態及び生物蓄積に関する研究（H29-R1） 

研究目的・背景 全世界の自然環境中に拡散している有機フッ素化合物の環境動態及び生

物蓄積を、当センターが開発した分析法を用いて国内外において同様の

研究を行っている研究機関と共同で解明することを目指すもの。 

研究内容 ○ メダカ等のサンプリングと分析・解析、パッシブサンプラーの適用

についての検討、下水処理場からのサンプリングと分析（平成29年度） 

○ メダカ等のサンプリングと分析・解析、パッシブサンプラーによる

環境水のサンプリング、下水処理場の追加調査とデータ取りまとめ解

析（平成30年度） 

○ メダカ等のサンプリングと分析・解析、パッシブサンプラーによる

環境水のサンプリング、パッシブサンプラーのデータとりまとめ及び

解析、取りまとめたデータの学会発表等（令和元年度） 

評価結果 〇総合評価 Ａ（４人）・Ｂ（２人）・Ｃ（０人）・Ｄ（ 人） 
〇総合意見 
・有機フッ素化合物の本県含む日本各地の状況、その測定の妥当性評

価など貴重なデータ蓄積がなされた。結果の政策等へ反映のため、

学会以外への発信があってもよい。 
・積極的に課題に取り組んでおり評価できる。 
・近年、フッ素化合物の有害性について関心が高まっており、本研究

はその先駆けとなるもので、先見性などについては高く評価される。

今後さらに有害性等についての研究が望まれる。 
・外部機関との適切な連携により、PFASの環境動態や生物蓄積につい
て精度の高いデータを示した。モニタリングの継続や環境中におけ

る動態のさらなる解明により、PFAS汚染の低減技術が示されること
を期待する。 

・本研究の目的は有機フッ素化合物の環境動態及び蓄積の解明である

ことから，得られた成績は十分に評価出来る。今後は蓄積した有機

フッ素化合物の除去法の開発などに着手して欲しい。 
センターの対応方針 

Ⅰ 研究成果は目標を十分達成した 

Ⅱ 研究成果は目標をほぼ達成した 

Ⅲ 研究成果は目標をかなり下回った 

Ⅳ 研究成果は目標を大幅に下回った 

Ⅴ 研究成果がなかった 

 
 地球規模の汚染が懸念されている有機フッ素化合物について環境動

態、国内排出量等を考察したもので、その成果は所期の目的を達成でき

たと考える。 
 引き続き、国内外の研究機関と連携しつつ、これまで積み上げてきた

環境実態調査、分析法開発等のスキル及び保有の高性能分析装置を活用

し、未規制物質の実態解明に向けた研究を進めるとともに、その研究成

果を広くＰＲしていきたい。 
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（評価資料４） 

研 究 課 題 ４ 食中毒原因となる自然毒の特定方法等に関する研究（R3-5） 

研究目的・背景 ・当センターにおける自然毒分析法の充実強化を図り、本県におけ

る自然毒等に対する健康危機管理体制の更なる強化を図る。 
・麻痺性貝毒の毒成分及びその代謝物について、機器分析により毒

成分ごとの増減を継続して測定し、減衰速度に関する知見を得る。 

研究内容 ・有毒山野草、キノコ等毒成分の当センターにおける機器分析

（LC-MS/MS 、TOF-MS)方法の確立と分析対象物質の拡充 
・有毒山野草、キノコ等の PCRによる同定方法の確立 
・調理した食品からの毒成分、遺伝子の検出方法等の検討 
・定性用標準（草本、分離画分、標準物質等）の調整 
・県産ホタテガイにおける貝毒成分のモニタリングと解析 

評価結果 〇総合評価 Ａ（５人）・Ｂ（１人）・Ｃ（０人）・Ｄ（ 人） 
〇総合意見 
・県民の食の安心としての食中毒解析技術の蓄積および本県水産

業振興にもかかわる貝毒の解析技術など推進すべき試験課題で

ある。 
・研究を推進すべき正当な理由があると認める。 
・これまでの成果を踏まえ、動植物全体の毒性の研究を行うもの

で、県民の安心安全に直接関係するものであり、成果が期待さ

れる。 
・県民生活に直結するテーマであり、研究計画も適切である。 
・研究の重要性・ニーズは高い。また，入手が難しい標準品は自

前で用意するという方針は研究者として評価したい。 
センターの対応方針 

１ 研究計画のとおり実施   ２ 一部見直しの上実施 
３ 今後再検討（計画再考）  ４ 実施しない（中止） 
 
 本研究により、これまで検証してきた有毒植物等による食中毒に

係る機器分析法の充実化を図ることで、当センターにおける危機管

理体制を強化するとともに、本県における食の安全安心に寄与した

い。 
 また、麻痺性貝毒の毒化メカニズムの解明とその減衰予測につな

がる優れた研究成果が得られており、当該研究を発展させ、貝毒原

因物質の減衰速度に関する知見を得ることにより、本県の食の安全

安心と水産振興に寄与したい。 
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（評価資料５） 

研 究 課 題 ５ 
個体特性および個体群構造に基づいたイヌワシの保全に関す

る研究（R3-5） 
研究目的・背景 岩手県の希少動植物を代表するイヌワシについて、営巣地のモニタ

リングによって繁殖状況を把握するとともに、映像解析や遺伝子解

析によって個体識別や血縁関係の解明を進め、各個体の特性を踏ま

えたうえで、繁殖成績の低下に影響する要因を明らかにする。 

研究内容 ○ 繁殖状況モニタリング（令和３年度～５年度） 

○ 映像を用いた個体識別（令和３年度～５年度） 

○ 遺伝子解析（令和３年度～５年度） 

○ 繁殖成績の解析（令和５年度） 

評価結果 〇総合評価 Ａ（４）・Ｂ（２人）・Ｃ（０人）・Ｄ（ 人） 
〇総合意見 
・希少動物の保護として重要。県の繁殖率指標に対し達成が危ぶ

まれた場合の効率的な手段を考えうるようなモニタリングと解

析としてください。 
・緊急性、重要性があり妥当な研究と認められる。 
・減少傾向にあるイヌワシの保全に寄与するもので、その成果が

期待される。急速に変化しつつある生息環境についてもその影

響の評価を検討されたい。 
・県の豊かな自然の象徴でもあるイヌワシの保護に向けて何が必

要であるのかを具体的に提示する研究成果が見込まれる。 
・重要性は理解出来る。調査だけではなく解決法の開発も期待す

る。 
センターの対応方針 

１ 研究計画のとおり実施   ２ 一部見直しの上実施 
３ 今後再検討（計画再考）  ４ 実施しない（中止） 
 
 本研究は、本県のみならず国内においても絶滅の危機にあるイヌ

ワシの保護・繁殖を目的とした研究であり、本県の豊かな自然環境

を次世代に引き継ぐべく、これまでの研究をさらに発展させ、個体

の特性や生息環境の推移を詳細に検討のうえ、繁殖成績の予測精度

向上を図るとともに、効果的な保護技術の開発に向けた研究を進め、

その研究成果を広くＰＲしていきたい。 
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